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 電子調達システム、持参及び郵送等による
申請書等の提出期限 平成30年１月22日12時
00分
 電子調達システム、持参及び郵送等による
入札書の提出期限 平成30年２月15日12時00
分
 開札の日時及び場所 平成30年２月19日10
時00分 国土交通省九州地方整備局武雄河川
事務所３階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 本調達案件の入
札に参加を希望するものは、分任支出負担行
為担当官の交付する入札説明書に基づく申請
書等を作成し、下記により提出しなければな
らない。
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、申請書等を作成し、上記３に示す
提出期限までにこれを上記３に示すＵＲ
Ｌに電子調達システムを利用し、提出しな
ければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
申請書等を作成し、これを必要な証明書等
とともに上記３に示す提出期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
また、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において分任支出負担行為担当官
から必要な申請書等の内容に関する説明を求
められた場合には、それに応じなければなら
ない。
 落札対象 申請書等は、分任支出負担行為
担当官において資格審査および技術審査を行
い、本調達案件の遂行が可能と認められると
判断した当該申請書等に係る入札書のみを落
札対象とする。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者、入札に関する条件に違反した者、入札
者に求められる義務を履行しなかった者及び
電子調達システムを利用するための電子認証
（ＩＣカード）を不正に使用した者のした入
札は無効とする。

 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。
ただし、本調達案件は、品質確保のための
体制その他の履行体制の確保状況を確認し、
履行内容を確実に実現できるかどうかについ
て審査し、評価を行う履行体制確認型総合評
価落札方式の試行案件である。
申請書等及び入札書を提出した入札者で

あって、本公告２の競争参加資格すべて満た
し、当該入札者の入札価格が予算決算及び会
計令第79条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内であり、かつ、当該入札
者の申込みに係る技術等の各評価項目の得点
の合計を当該入札者の入札価格で除して得た
数値の最も大きいものをもって落札者とす
る。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが著しく不適当であると認められるとき
は、予定価格の範囲内の価格をもって入札し
た他の者のうち得点の合計を入札価格で除し
て得た数値の最も大きいものを落札者とする
ことがある。
また、原則として、当該入札の執行におい
て入札回数は２回を限度とする。なお、当該
入札回数までに落札者が決定しない場合は、
原則として予算決算及び会計令第99条の２の
規定に基づく随意契約には移行しない。
 手続における交渉の有無 無。
 入札書（履行体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 本調達案件に関する詳細は入札説明書によ
る。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年 12 月 21 日
分任支出負担行為担当官 九州地方整備局

菊池川河川事務所長 鶴﨑 秀樹
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 43
１ 調達内容
 品目分類番号 15、29
 調達件名及び数量 平成30年度菊池川管内
電気通信設備保守業務 一式（電子入札対象
案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 平成30年４月１日から平成31年
３月31日までの間。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価方式
をもって行うので、総合評価のための性能・
機能・技術能力等に関する書類（以下「総合
評価のための書類」という。）を提出すること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の100分の８に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tomoyuki Zaitsu, Direc‑

tor of Takeo river office, Kyusyu Regional

Development Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Telecommunication equipment

maintenance, 1 set
 Service period : From 1 April, 2018 th‑

rough 31 March, 2019
 Service place : As in the tender do‑

cumentation
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :
 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting
 have Grade A, B or C on provision of

services in Kyusyu・Okinawa Area in
terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism (Single qua‑

lification for every ministry and agency)
 not have filed a petition for the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings under the Corporate Re‑

organization Act or the commencement

of rehabilitation proceedings under the

Civil Rehabilitation Act (except those

who have done the procedure of re‑

application under the notification of the

competing participation qualification)
 not be under suspension of nomination

by Director General of Kyusyu Regional

Development Bureau from time‑limit for

the tender to Bid Opening
 acquire the electric certificate in case

of using the Electric Bidding system

https://www.geps.go.jp/
 not be the person that a gangster influ‑

ences management substantially or the

person who has exclusion request from

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism is continuing state con‑

cerned
 be the person who proved that there is

a performance in the bid manual
 place technician who has a work ex‑

perience and qualification in bid manual
 be the person who obtained a bid

manual from the person of ordering di‑

rectly

 Time‑limit for the tender to certificate :

12 : 00 22 January, 2018

 Time‑limit for the tender : 12 : 00 15

February, 2018

 Contact point for the notice : Hideki

Maura Accounting Division, Takeo river

office, Kyusyu Regional Development Bu‑

reau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 745, Syouwa, Ta‑

keo‑tyou, Takeo City, Saga Prefecture,

8430023 Japan, TEL 0954235151 ex.
228

 In the case of an electronic procurement

system, acquire a chip card

https://www.geps.go.jp/
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